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1　はじめに
　5年ごとに実施されている国勢調査の結果は，個人・世帯に関するデータ
が市区町村あるいはさらに狭い地域レベルまで利用が可能な貴重なものであ
る。しかし，国勢調査をはじめとする統計調査の実地調査の実施は年々困難
になっている。それに対応して，現在集計結果が公表されつつある 2010 年
調査では調査票の回収方法などが変更された。
　他方，住民基本台帳人口のデータは外国人を除く人口をカバーしており，
全国のすべての市区町村について毎年 3月末のものが公表されており，個別
市区町村については外国人を含む人口データが月次周期などでも利用できる
場合がある。
　本稿の目的は，2010 年国勢調査のうち性別年齢別静態人口の実数につい
ての精度を，他の統計との比較および「不詳」の発生状況などにより，国勢
調査の実地調査が他の地域より困難な大都市地域を中心に検討する。本稿で
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は主な検討対象を東京都区部および 2010 年調査当時の 19 の政令指定都市に
ついての調査結果とし，必要に応じて大都市の周囲に所在する大都市に準ず
る地域ついての調査結果も取り上げる。
　2010 年国勢調査が把握した大都市地域の住民は約 3500 万人に達し，全国
人口の約 28％を占め，これらの地域と地域特性の共通性が高い東京都市部・
三大都市圏 1）所在の総人口 40 万人以上の都市を加えれば約 36％に達して
いる。
1）大都市地域の調査環境と調査方法
　大都市地域では調査員が調査票の配布のために集合住宅の建物自体に入れ
ない場合や世帯規模が小さく若年層が多いために不在がちな場合が多く，人
口移動も他の地域よりも高率である。また，自己情報の提供に関する住民の
警戒感も他の地域と比べて強く，統計調査への協力意識も弱い 2）。このよう
に大都市地域では調査票の配布・回収に困難な条件が重なっている。
　2010 年調査では，調査票回収において全国を対象に封入提出方式が全面
的に導入され，郵送による返送・住民基本台帳などの行政情報を利用した調
査票への補記 3）4）も導入された。また東京都を対象にインターネットによる
回答が導入された。
　表 1－ 1 は，2010 年調査における調査票の回収方法別の世帯数の内訳を
示したものである。回収方法のうち「調査員」「インターネット」「持参」の
場合は，調査票の提出時に無記入などのチェックを世帯側が行った可能性が
「郵送」よりもやや高かったのではないかと考えられる。「その他」は，対象
世帯から調査票が回収できないことの代用として近隣の住民などからの聞き
取りにより調査票への記入を行った場合に相当する。「郵送」・「その他」の
場合には，回収された調査票における無記入の発生率が他の方法より高く
なっていると考えられる。表 1－ 1では，都道府県別の結果は，「郵送」・「そ
の他」の合計比率が全国の水準を上回った地域に限定して示した。
　調査票に無記入の項目がある場合，記入内容から氏名などが判明していな
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ければ住民基本台帳などの行政情報からの補記は困難であり，氏名が判明し
ていても住民基本台帳に対応する項目がない「従業地」「教育程度」などの
項目に関する情報は得られない。大都市が所在する都府県では，「郵送」お
よび「その他」の比率が高いので，回収された調査票を集計した結果に含ま
れる「不詳」の比率がその他の地域よりもかなり高いのではないかと推測さ
れる。
2）比較する資料の精度の検討
　次節以降では 2010 年国勢調査結果を住民基本台帳統計・人口推計・外国
人登録統計などの他の統計資料との比較を主に利用して，国勢調査結果の精
度を検討する。その前に比較に利用する各資料の精度をみておこう。
　まず次節以下で利用する国勢調査の集計結果の種類について検討する。
2010 年国勢調査の結果は，大部分の調査項目について抽出速報集計が 2011
年 6 月に公表されており，全数集計は性別・年齢など一部の項目についての
項目だけが 2012 年 3 月現在公表されている。
表 1－ 1　都道府県別調査票回収方法の内訳
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　表 1－ 2 は，2000 年調査以降の 3回の国勢調査結果の抽出速報集計と全
数集計による 40 歳未満の性別・年齢層別の結果を対比したものである。他
の年齢層と比べて若年層において両者の間に比較的大きな相違が認められ
る 5）。若年層の居住者が特定の地域に集中しているために抽出誤差が大きく
なったのであろう。そこで本稿では 2010 年調査の結果のうち（抽出速報集
表 1－ 2　全数集計と抽出速報集計の差率
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計は利用せず）全数集計による性別・年齢層別の結果を利用して精度の検討
を行う。
　つぎに各自治体の住民基本台帳への登録状況についてみておこう 6）。登録
の削除の遅れは，死亡 7）と転出のうち転出の際に生じやすいと考えられる。
他方，登録漏れは，出生と転入のうち登録に転入届の提出が必要な他地域か
ら転入者に生じやすいと考えられる。そこで全国的な住民の移動の状況をみ
ておこう。なお転入届は転居後 14 日以内の提出が義務付けられており，国
勢調査では 3か月以上の居住（予定）者の居住地での申告を義務付けている。
　表 1－ 3 は，住民基本台帳人口の 1995 年度以降の変動状況を示したもの
である。最近になるほど，総人口に対する転出入の比率は低下しているが，
各年次とも大都市，特に東京都区部の転出入者の比率は全国の水準よりもか
なり高い 8）。
表 1－ 3　「住民基本台帳人口」の異動状況（対年度末総人口比率）
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　このような転出入の状況を年齢層別にみてみよう。表 1－ 4 は，2010 年
国勢調査による「5年前の居住地が現住所である比率」を示したものである。
全国・20 大都市・東京都区部とも若年層において全体よりも低率となって
いる。また，若年層の流入が多い 20 大都市，特に東京都区部では全国と比
べて「5年前の居住地が現住所である比率」が全年齢層において低い 9）。若
年層および大都市住民において最近の転入者が多いといえる。勤務先や保育
所の申し込みなどの際に住民票の写しを提出する機会がない学生や単身者な
どの場合には，市区町村役場への転入届の提出が若年層，特に大都市の住民
において遅れがちではないかと推測される。
　つぎに住民基本台帳に登録された住民の住所と実際の居住地との相違の程
度をみてみよう。表 1－ 5は，2010 年国勢調査の実施時期に近い 2010 年 11
月に発送された裁判員候補名簿登録通知について「住所変更」「宛先不明」
の発生状況を示したものである。住所変更率・宛先不明率の合計が全国の水
表 1－ 4　「5年前の常住地が現住所である比率」(2010 年）
̶  41  ̶
2010 年国勢調査が把握した大都市地域の性別年齢別人口の精度に関する考察（山田）
準（8.78％）以上の地域だけを掲げた。裁判員候補は 2008 年以降毎年の秋
時点の各地方裁判所管轄地域の市区町村の選挙人名簿から抽出されている。
選挙人名簿には，その市区町村の住民基本台帳に 3か月以上継続して登録さ
れている満 20 歳以上の日本国籍を持つものが 3カ月ごとに登録されており，
裁判員候補の抽出に利用された名簿のほとんどは 9月 2日の定時登録のもの
と考えられる 10）。また，郵便局に転居届を提出していれば郵便物は新住所
に 1年間は転送されるので，宛先不明とはならない。
　したがって，住所変更率・宛先不明率の水準は住民基本台帳に登録されて
いた個人のうち登録された住所に相当以前から居住していないものの比率を
ある程度反映したものといえる。なお，国勢調査と他の統計と集計された実
表 1－ 5　裁判員候補名簿登録通知 1）の宛先不明率・住所変更率 2）
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数を比較した場合には，比較結果から対象とする個々人の把握の有無を判断
することはできない。
　全国について住所変更率・宛先不明率の合計の水準は 9％前後に達してお
り，特に宛先不明率は大都市を管轄地域に持つ地方裁判所の場合全般に高い。
このような 2010 年発送分と同様の傾向は，2008 年～ 2011 年の各年次の発
送結果にも共通にみられる。このことも大都市地域における住民基本台帳の
情報の更新が他の地域よりも遅れがちであることを示唆している。
　つぎに人口推計に利用されている原資料の精度に簡単に触れておこう。人
口推計には直近の国勢調査実施時点以降を対象期間とする人口動態統計・出
入国管理統計・外国人登録統計などが利用されている。このうち人口動態統
計が計上している年齢不詳の死亡者は 2000 年以降では毎年全国で数百人の
水準で推移している。また，届出の前年以前に発生した出生および死亡を集
計した届出遅れ数は，2000 年以降の集計では毎年全国で数百人および 1200
人前後である 11）。
　出入国管理統計には，2001 年以前の出国日本人数に「年齢不詳」者が，
少数含まれていたが，2005 年以降の集計にはまったく含まれていない 12）。
　外国人登録統計に含まれている「年齢不詳」者も，2002 年～ 2004 年の各
年末時点には全国でごく少数（4～ 6人）計上されていたが，2005 年以降の
集計にはまったく含まれていない。
　出入国管理統計・外国人登録統計の調査漏れの程度については，判断の材
料が見当たらないが，国勢調査結果よりも小さいことは確実であろう。
　推計人口は，毎月 1日現在の概算値と確定値（概算値の 5ヶ月後に公表）
の 2種類が公表されている。推計人口の算出は，直近の国勢調査の結果にそ
の後の期間を対象とする上記の各種業務統計に基づく人口変動を加減して行
われている。概算値と確定値の相違は，利用される出生・死亡・入出国など
に関する各統計の計数の改定から生じる。ただし，国勢調査の実施時点であ
る 2010 年 10 月分の人口推計は（国勢調査の結果自体が利用できるので）概
算値だけが公表され，同年 9月分までと同じ推計方法による確定値は公表さ
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れていない。
　表 1－ 6には，2007 年から 2010 年の 9月・10 月についての人口推計によ
る男女別全国人口の概算値と確定値を，把握漏れが生じやすい 20 代前半に
ついて示した。国勢調査の結果自体が採用されている 2010 年 10 月分を除い
て概算値と確定値の間にはほとんど差がないので，（確定値ではなく）概算
値を利用して国勢調査の結果と比較しても差し支えないことがわかる。
注
 1） 本稿では，三大都市圏の範囲を東京圏（東京都と周囲の三県），名古屋圏（愛
知県・岐阜県・三重県）および大阪圏（大阪府・京都府・兵庫県・奈良県・滋
賀県）とする。
 2） 2009 年に実施された「統計調査の協力に関する特別世論調査」（全国 20 歳以上
対象，面接方式，回収率 61.8％）によれば，統計調査への協力意向は，農村色
が濃い地域から都市部へ向かって低下しており，また中高年層よりも若年層の
方が低い。内閣府（2009）
 3） 回収された調査票への補記の段階における愛知県東浦町役場による不適切な事
表 1－ 6　20 ～ 24 歳の推計人口の概算値と確定値
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務処理が 2012 年に表面化した。総務省統計局（2012c）
 4） 住民基本台帳のほか外国人登録原票が含まれる。回収後の調査票において無記
入がある場合に補記が想定されていた調査項目は，「氏名」，「男女の別」，「世
帯主との続き柄」，「出生の年月」，「配偶者の有無」及び「国籍」の 6個の項目
である。大阪府高槻市（2010）神奈川県小田原市（2010）東京都新宿区（2010a）
東京都小金井市（2010）
 5） 90 歳以上の高齢層においても比較的大きな相違が認められる。
 6） 個別自治体の住民基本台帳における「年齢不詳」者は，2010 年 9 月末時点にお
いて全国で少なくとも 36 人（男性 20 人，女性 16 人）確認できる。内訳は東
京都小金井市の男性 1人・名古屋市の男性 17 人，女性 11 人，大阪府寝屋川市
の男性 1人，女性 1人，北九州市の男性 1人，同市の女性 4人となっている。
このうちのほとんどは，2011 年 3 月末時点の集計表では掲載されていないが，
小金井市の男性 1人・寝屋川市の男性 1人は 2012 年 3 月現在の集計表にも掲
載されている。このほか東京都青梅市の女性 1人も 2012 年 1 月現在までの毎
年の集計表に掲載されている。北九州市（2010）東京都小金井市（2012）大阪
府寝屋川市（2012）東京都青梅市（2012）なお，在留外国人統計おける「年齢
不詳」は 2005 年末以降計上されていない。法務省（2006）
 7） 2010 年 8 月頃に所在不明高齢者が全国の自治体の住民基本台帳に登録されてい
る問題が表面化した。同年秋には居住確認のための現地調査が各自治体により
実施され，居住実態がない場合は住民基本台帳から消除された。死亡発生数の
住民基本台帳人口への反映についての検討は，実数が少なく，主に高齢者にか
かわる問題なので，本稿では立ち入らない。総務省自治行政局（2010）神戸市
（2010）厚生労働省（2011）
 8） 2010 年に他の都道府県から転居した人口において 15 歳～ 29 歳の若年層が占め
る比率は全国では43％を占めており，東京都への転居者では49％とさらに高い。
総務省統計局（2011）
 9） 2007 年就業構造基本調査の過去 1年間の移動に関する調査結果にもほぼ同様の
傾向が認められる。総務省統計局（2008）
 10） 選挙が定時登録日以降に行われた市区町村では，投票日の時点についても住民
基本台帳の登録者から選挙人名簿が作成される。総務省自治行政局（2012）
 11） 厚生労働省（2011）
 12） 法務省入国管理局（2011）
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2　全国人口の把握状況
　国勢調査による大都市地域の居住人口の把握状況をみる前に，全国人口に
ついての把握状況と大都市以外の地域の居住人口の把握状況をみておく。
　本節では 2010 年国勢調査による全国人口の把握状況を直近の国勢調査結
果を基礎とする推計人口および推計人口が算出された時点の登録人口（住民
基本台帳人口・外国人登録人口）との比較を利用して，評価する。
　まず全国分が毎年公表されている 3月末時点の住民基本台帳人口と比較し
よう。表 2－ 1 は，2011 年 3 月末時点の住民基本台帳人口と同年 4月 1 日
時点の人口推計による性別年齢別「日本人人口」を，2001 年と 2006 年の相
当するデータとともに示したものである 1）。両者の時点は，31 日 24 時と 1
日 0 時という意味であるので，同時点のデータとみなせる（両統計の他の
時点についても同様にみなせる）。2011 年 4 月 1 日時点の人口推計は，2010
年 10 月 1 日現在で実施された国勢調査が把握した人口にそれ以降の 6ヶ月
間の人口変動を加減して算出される。男女とも中高年齢層と 10 代後半の年
齢層において人口推計による「日本人人口」が住民基本台帳人口を上回って
いるが，これ以外の年齢層では両者は逆転している。前者の年齢層について
は国勢調査による複数の地域での計上や外国人による「日本人」としての申
告などの影響が推測される。後者の年齢層のうち 20 代の男女と 30 代前半の
男性では人口推計による「日本人人口」が 2.5％～ 3.5％下回っており，2010
年国勢調査における調査漏れを反映しているのではないかと考えられる。下
回り幅は 2006 年調査と比べて大半の年齢層においてやや縮小しているが，
2001 年調査の下回り幅よりは全般に大きい。
　つぎに最近の国勢調査が把握した結果をその前の年次の国勢調査に基づく
推計人口と比較してみよう。両者の相違は，前回国勢調査との把握度の相違
を反映していると考えられる。
　表 2－ 2 は，前回国勢調査に基づく「（外国人を含む）総数」についての
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推計人口（概算値）と国勢調査結果との相違の状況を 2000 年以降の 3回の
調査結果について性別年齢別に示したものである。推計人口の概算値と確定
値の間に大きな相違がないことは，表 1－ 6 に関連して確認した。2000 年
調査と 2005 年調査では，前回調査と比べた把握度の低下を意味する比較的
大きなマイナスが男女とも若年層全体の調査結果においてみられたが，2010
年調査では「年齢不詳」者の増加もあり，マイナスが拡大した 20 代前半と
高年齢層を除く大部分の年齢層ではプラス側に変化している。
　さらに外国人人口に限定して国勢調査が把握した人口を毎年 12 月末時点
分が公表されている外国人登録者数 2）と比較してみてみよう。全国の外国
表 2－ 2　「国勢調査人口」と前回国勢調査に基づく「推計人口」の差
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人登録者数は法務省から毎年 12 月末のデータが公表されている。他方，総
務省統計局が公表している人口推計には外国人人口が直接表章されていない
ので，「総数」と「日本人人口」の差を外国人人口とみなすことにする。
　表 2－ 3は，1月 1 日時点についての人口推計による「総数」と「日本人
人口」の差と前年 12 月末時点の外国人登録者数との差を 1995 年・2000 年・
2005 年・2000 年の 4回の年次についての性別年齢別に示したものである。1
月 1日時点と 12 月末時点は，同一とみなせる。人口推計は，前年 10 月時点
の国勢調査結果にその後の期間に発生した変動を加減したものである。4時
表 2－ 3　在留外国人統計と「推計外国人人口」1）2）の対比
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点とも国勢調査に基づく人口推計が外国人登録者数を大幅に下回っている。
国勢調査における外国人による日本人としての申告および外国人の把握漏れ
の結果ではないかと考えられる。ただし，表 2－ 1にみられる人口推計と住
民基本台帳人口の差をすべて説明できるほどの大きさではない。
注
 1） 筆者は，山田（2007）において国勢調査の半年前と半年後の住民基本台帳によ
る年齢別人口の平均値を，2005 年国勢調査との比較対象としたが，震災の影響
や3月末の曜日配列によって転出入の届出数が大きく変動することを考慮して，
今回は比較対象を変更した。
 2） 3 カ月以上在留する外国人には居住する市区町村での登録が義務付けられて
いる。
3　奈良県の人口の把握状況
　大都市地域の両データの状況をみる前に，大都市以外の地域の状況をみて
おこう。
　全国の都道府県のうち奈良県と高知県は，県域内の全市町村について年齢
別住民基本台帳人口データを月次で公表している 1）ので，国勢調査と同時
点の住民基本台帳人口を比較することができる。しかし，高知県は年齢 3区
分別のデータしか公表していない 2）ので，ここでは各歳別のデータを公表
している奈良県について地域別の状況をみておきたい。
　奈良県には，大阪大都市圏の周辺部に位置し，南部など転出が転入を上回っ
ている地域，大阪市寄りの転入が転出を上回っている地域，転出入がほぼ均
衡している地域などさまざま性格の地域が含まれている。
　表 3－ 1は，奈良県所在の各都市と郡部について「全年齢計」と転出入が
多い若年層について状況を示したものである。「全年齢計」では奈良市・橿
原市・天理市・御所市の 4市の女性において国勢調査結果が住民基本台帳人
口を上回っているが，その相違は最大の奈良市・橿原市の女性でも 0.5％程
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度である。すべての都市および郡部の男性と上記 4市以外の女性では国勢調
査結果が住民基本台帳人口を下回っており，男性での差が大きい（差が最大
の宇陀市では 5％を超えている）。これらの国勢調査結果が住民基本台帳人
口を下回っている地域では，転出届を提出せずに大都市など他の地域へ転居
している場合が多いと考えられる。この場合は，旧居住地の住民基本台帳人
口に含まれ，国勢調査人口には含まれない。
　他方，若年層を各歳別にみると，すべての都市および郡部において男女両
方または一方において国勢調査結果が上回っている場合がある。上回りが最
大の年齢は 19 歳と 20 歳が多く，奈良市の女性において 20％近い上回りと
表 3－ 1　国勢調査人口と登録人口 1）の比較：奈良県
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なっているほか天理市の男女・葛城市の女性・橿原市の女性・奈良市の男性
において 5％以上上回っている。遠方の地域からの入学者が多い大学や若年
層の就職先が所在する地域において国勢調査結果の上回り幅が大きいといえ
る。このような傾向は 2005 年以前の調査と共通である 3）。
注
 1） 2010 年 9 月末ないし 10 月 1 日現在の「全年齢計」の住民基本台帳人口は，北
海道・青森県・宮城県・栃木県・群馬県・千葉県・東京都・石川県・福井県・
山梨県・奈良県・和歌山県・山口県・高知県・福岡県から公表されており，国
勢調査結果の住民基本台帳人口に対する下回り率は，概ね大都市・その他の都
市・郡部の順に大きくなっている。
 2） 「全年齢計」の国勢調査結果の住民基本台帳人口に対する下回り率は，高知市・
高知市を除く市部・郡部の順に大きくなっており，下回り率は「65 歳以上」，「15
歳未満」，「15 ～ 64 歳」の順に大きくなっている。
 3） 山田（2010）
4　東京都の人口の把握状況
　本節では，2010 年調査において実地調査の困難度が最も高かったと考え
られる東京都の状況をみる。
　表 4－ 1 は 1995 年調査以降の国勢調査による性別年齢計「日本人人口」
を同時点の住民基本台帳人口と東京都の区部・市部別に比較したものであ
表 4－ 1　 東京都における「住民基本台帳人口」と国勢調査による「日本人人口」
（各年 10月 1日現在）
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る。区部では各年次とも住民基本台帳人口を国勢調査人口が男女と下回って
いるが，市部では 1990 年調査を除いて逆の状況となっている。2010 年調査
と 2005 年調査を比べると，区部では国勢調査人口の住民基本台帳人口に対
する下回り幅が縮小しており，市部では上回り幅が縮小している。集合住宅
居住世帯や単独世帯の比率が高い区部において郵送・インターネットを利用
した回答方法の導入・行政情報による補記が把握漏れ縮小に作用した可能性
がある。なお，1990 年の市部・2000 年の区部を除いて単独世帯が多い男性
の方が両データの差は大きい。
　表 4－ 2は，表 4－ 1のうち 2010 年と 2005 年の国勢調査時点の両データ
の相違を東京都の市区ごとに分けて示したものである。個別の市区によって
両データの大小関係がかなり異なっていることがわかる。国勢調査結果が住
民基本台帳人口を上回っている状況は，区部の男性では 7区において，同じ
く女性では 9区において，市部の男性では 13 市において，同じく女性では
15 市においてみられる。差が大きい区・市は豊島区（男性の差 6.4％，女性
表4－2　「住民基本台帳人口」と国勢調査による「日本人人口」の差率1）
各年 10月 1日現在
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の差 5.8％），八王子市（男性の差 3.1％，女性の差 2.1％）などである。
　逆に国勢調査結果が住民基本台帳人口を下回っている状況は区部の男性で
は 16 区において，同じく女性では 14 区において，市部の男性では 13 市に
おいて，同じく女性では 11 市においてみられる。特に大きな差は都心部の
港区（男性の差 6.7％，女性の差 5.9％）・渋谷区（男性の差 5.7％，女性の差
5.8％）・千代田区（女性の差 3.5％）・台東区（女性の差 3.5％），周辺部の板
橋区（男性の差 5.3％，女性の差 3.3％）・杉並区（男性の差 3.2％，女性の差
4.7％），島部（女性の差 3.8％）などでみられる。区部の方に大きなマイナ
ス幅の場合が多く，市部ではプラス・マイナスとも相違は小さい。
　2005 年調査の結果と比べると，プラス方向への変化の場合が多いが，マ
イナス幅が大幅に拡大した地域（港区・渋谷区・杉並区など）もある。
　表 4－ 3は，東京都区部について 2010 年 10 月の両データによる「全年齢
表 4－ 3　国勢調査人口と登録人口の比較：東京都区部　2010 年 10月
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計」と若年層（15 ～ 29 歳）について相違の状況を示したものである。23 区
のうち 18 区のデータが入手できた。若年層では港区を除くほとんどの区に
おいて男女両方の 18 歳～ 22 歳前後の年齢層において国勢調査結果が上回っ
ている。上回り率が最大の年齢は 19 歳と 20 歳が多く，千代田区の女性・文
京区の男女・新宿区の女性・杉並区の女性において 30％を超える大きな差
がみられる。遠方の地域からの入学者が多い大学・若年層の就職先が所在す
る地域において国勢調査結果の上回り幅が大きい 1）。
　表 4－ 4は，同じく東京都所在都市における両データの性別年齢別の相違
の状況を示したものである。東京都所在 26 市のうち 12 市のデータが入手で
きた。若年層ではほとんどの市の男女両方の 10 代後半～ 20 代前半の年齢層
において国勢調査結果が上回っている。上回り率が最大の年齢は 19 歳と 20
歳が多く，小金井市の男女・武蔵野市の女性・八王子市の男女・西東京市の
表 4－ 4　国勢調査人口と登録人口の比較：東京都市部　2010 年 10月
̶  55  ̶
2010 年国勢調査が把握した大都市地域の性別年齢別人口の精度に関する考察（山田）
男性・多摩市の男性・三鷹市の女性において 30％を超える大きな差がみら
れる。
　ここでも遠方の地域からの入学者が多い大学が所在する地域において国勢
調査結果の上回り幅が大きい。
注
 1） 東京都および政令指定都市所在道府県には他道府県所在高校出身の入学者が多
い大学・短期大学が多数所在している。文部科学省（2011）
5　大都市・準大都市の人口の把握状況
　つぎに東京都以外の大都市地域について国勢調査結果と住民基本台帳人口
を比較してみよう 1）。
　表 5－ 1は，2010 年国勢調査時点の政令指定都市について両データの「全
年齢計」および若年層（15 歳～ 29 歳）について相違の状況を男女別に示し
たものである。このうち 13 市は同年 9月 30 日現在のデータであるが，10
月 1 日 0 時現在で実施された国勢調査結果と実質的に同時点のデータとみな
せる。名古屋市・京都市・大阪市・神戸市の住民基本台帳人口データは 5歳
階級別の集計しか入手できなかった。
　各市とも「全年齢計」における差は± 3％未満のものであるが，若年層で
は浜松市・堺市・北九州市を除いて国勢調査結果が住民基本台帳人口に対し
て大きく上回っている。ここでも上回りが最大の年齢は19歳と20歳が多い。
特に仙台市・相模原市・福岡市において差が最大の年齢では 20％～ 40％に
達している。これらの都市にも遠方の地域からの入学者が多い大学が所在し
ている。
　つぎに各市域内の行政区別の傾向をみてみよう。表 5－ 2は，政令指定都
市のうち 19 市（170 行政区）の 2010 年調査の結果について「年齢計」にお
ける両データの間の相違および相違が最も大きい年齢層とその年齢層につい
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ての相違が各市において最も大きい行政区（およびその年齢など）を示した
ものである（大阪市の 24 区のうち 5区については 2010 年国勢調査実施時点
の住民基本台帳に基づく年齢別人口データが入手できなかった）。上回り幅
が最大の年齢は 19 歳と 20 歳が多く，約 3分の 2 の都市で上回り幅が 20％
を超えている。ここでも遠方の地域からの入学者が多い大学が所在する各市
表 5－ 1　国勢調査人口と登録人口の比較：政令指定都市　2005 年・2010 年
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の行政区において市域全体よりも大きな相違が両データの間にみられる 2）。
　最後に政令指定都市に次ぐ人口規模の準大都市というべき都市群について
両データの差違をみてみよう。ここでは 2010 年国勢調査による総人口が 40
万人以上の三大都市圏に所在の 14 市のうち住民基本台帳人口データが入手
できた 13 市を選んだ（表 5－ 3）3）。「全年齢計」では兵庫県西宮市の女性・
大阪府枚方市の女性・同東大阪市の男女・千葉県市川市の女性・同県柏市の
女性において国勢調査結果が住民基本台帳人口を上回っているが，その相違
は最大の西宮市の女性でも 2％を超えない程度である。他の都市では国勢調
表 5－ 2　国勢調査人口と登録人口の比較：政令指定都市の行政区　2010 年
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査結果が住民基本台帳人口を下回っている。
　他方，若年層では兵庫県尼崎市・神奈川県横須賀市を除いて，男女の両方
または一方において国勢調査結果が上回っている。上回り幅が最大の年齢は
19 歳と 20 歳が多く，西宮市・藤沢市の男女・枚方市の女性において上回り
幅が 20％を超えている。これらの都市にも遠方の地域からの入学者が多い
大学が所在している。
注
 1） 2011 年 3 月末時点のデータにおいて総務省自治行政局による公表分と住民基本
台帳を管理している都市（新潟市・大阪市・広島市・北九州市）自身による公
表分との間にそれぞれ千人～ 2千人程度の相違が散見される。
 2） 「住民基本台帳人口」に対する「国勢調査人口」の上回り率を行政区別にみると，
福岡市城南区の 19 歳男性の約 125％（差は 815 人）が最も大きい。また，札幌
市・横浜市・川崎市・松戸市などでは町丁別に両データの間の比較が可能であ
り，横浜市の大学所在地の周辺において両データの間の差が大きい地区がみら
れる。
 3） 岐阜市の国勢調査時点の年齢別住民基本台帳人口データは入手できなかった。
6　「年齢不詳」の発生状況
　最後に，国勢調査の調査項目のうち最も基本的なものである「年齢」が「不
詳」であった比率の推移と地域別の傾向をみてみよう。
　1975 年以降の国勢調査では調査票が世帯から回収できない場合の代用と
して，近隣の住民などからその世帯の男女別の人数を聞き取ることが認めら
れている 1）。この方法によって把握された世帯の構成員は，集計表では「年
齢不詳」として表章されている。
　表 6－ 1 は，全国の「年齢不詳」発生数の推移を 1975 年以降について示
したものである。1990 年までは増加傾向が続いていたが，1995 年に減少し
たのち 2005 年に 1990 年の水準を超え，2010 年には 100 万人近く（総人口
の約 0.8％）に達している。
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　各年次とも男性における比率が女性における比率よりも高く，2010 年に
は男性は 0.92％，女性は 0.62％であった。調査員が接触して調査票を配布・
回収することが一般に難しい大都市地域の単身者が女性よりも男性の方に多
いことなどの事情が作用したのであろう。
　つぎに「年齢不詳」の地域別発生状況をみてみよう。表 6－ 2 は，2010
年国勢調査における地域別の「年齢不詳」発生数を全国・20 大都市および
総人口に対する発生数の比率が 3％以上の地域について示したものである。
全国の水準と比べて大都市地域の水準が過去の年次と同様に一般に高く，東
京都杉並区・名古屋市中区では 13％前後の水準に達している。両区では 20
代～ 40 代の幅広い年齢層において国勢調査の「日本人人口」が住民基本台
帳人口を男女とも下回っているので，これらの年齢層の一部から「年齢不詳」
が発生しているのではないかと考えられる。東京以外の大都市では中心部の
地域の発生率が特に高くなっている。ほとんどの地域において全国について
の集計同様に男性における比率が女性における比率よりも高い。
注
 1） 表 1－ 1によれば，対象世帯の近隣などからの聞き取りに相当する「その他」は，
東京都では対象世帯の約 2割，高知県・福岡県・大阪府・愛知県・神奈川県で
は同じく約 1割を占めている。
表 6－ 1　「世帯の種類不詳」「年齢不詳」該当数
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むすびにかえて
　本稿では，2010 年国勢調査結果のうち大都市地域の性別・年齢別の実数
に関するものおよび「年齢不詳」率に注目して検討し，以前の年次と比べて
結果の精度にかなり問題があることを確認した 1）。
　他方，住民基本台帳人口については若年層の居住地の把握状況に問題が多
いことも指摘した。
表 6－ 2　地域別「年齢不詳」率（2010 年国勢調査）
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　したがって，両統計の結果の利用には以前よりも注意が必要であり，特に
大都市地域の結果には格段の注意が必要であるといえる。
　なお，大都市地域に関する性・年齢以外の調査項目の結果および大都市圏
内外の中小都市・町村に関する国勢調査結果の精度については次の機会に取
り上げたい 2）。
注
 1） 性別の集計結果には「不詳」は発生していない。
 2） 遠方からの入学者が多い大学が所在する大都市圏外の都市でも，20 歳前後の年
齢層において住民基本台帳人口を国勢調査の把握数が上回っている。
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